
様式第１３号(第３７条第１項関係)

（あて先）　向日市長
開発事業者

住所

氏名
（連絡先） 郵便番号

住所

氏名
電話 （ ）
FAX （ ）
e-mail

□　自己所有地
□　他人地

□　市街化区域
□　市街化調整区域

□　規制区域　内 □　有 （ ）
□　規制区域　外 □　無

□ 造成工事　有
□ 造成工事　無
□　未定 □　京都府建築主事
□　指定確認検査機関

（指定確認検査機関名： ）

※受付処理欄

（注意） １　署名することにより、氏名の記入及び押印に代えることができます。
２
３　※印の欄は、記入しないでください。
４　次の図書を添付してください。
（１）　位置図
（２）　開発基本計画の概要を示す図面（配置図又は土地利用計画図等）
（３)　開発事業区域が、宅地造成等規制区域内の場合にあっては、土地の断面図

５　開発事業区域の土地が他人地である場合は、その所有者の承諾書を図書に加えてください。
６　開発基本計画届及び添付図書は、２部（特定開発事業にあっては３部）提出してください。

開発基本計画届
　　年　　月　　日

　向日市まちづくり条例第３７条の規定により、次のとおり開発基本計画を届け出ます。

開
発
事
業
区
域
の
概
要

開発事業 区域
の 位 置

向日市

開発事業 区域
の 面 積

高 度 地 区 第

㎡ 土地の所有関係

区 域 区 分 用 途 地 域

種高度地区
そ の 他 の
地 域 地 区

宅地造成等規制法 地区まちづくり計画
テーマ型まちづくり計画

開
発
基
本
計
画

開発基本計画の名称

開発基本計画の目的

予 定
建 築 物

用 途 住戸数 戸

階 数 地上 階／地下 階 高　さ ｍ

造 成 工 事 着手予定時期 　　　　年　　月　　日 ごろ

建築確認を受ける機関

受付年月日

　　　　年　月　日

受付番号

第　　　　　　号

開発事業者の住所及び氏名は、法人にあっては主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名を記入してください。



(第２面）

開発事業における配慮項目 開発基本計画における開発事業者の見解

1 　殊更に小規模な開発事
業区域を設定しないこと。

2 　地区まちづくり計画・
テーマ型まちづくり計画
への配慮に関すること。

3 　開発事業に伴い必要と
なる開発事業区域内外の
公共施設等の整備に関
すること。

4 　開発事業区域の周辺に
おける良好な住環境の保
全に関すること。

7 　その他地域の特性に応
じた都市環境の形成に関
すること。

5 　開発事業区域における
防犯対策に関すること。

6 　開発事業区域及びその
周辺の道路における通行
の安全の確保に関するこ
と。



様式第１４号(第４０条第１項関係)

開発基本計画の名称 土地利用基本計画図 説明の方法

開発事業区域の位置

開発事業区域の面積：
㎡

予定される建築物
用途： 備考
住戸数：
階数：　地上　階／地下　階
高さ：　　　　　　　　 ｍ

造成工事の有無

着工予定時期：

標識設置届提出日
年 月 日

開発事業計画届提出日
年 月 日

開発協定締結日
年 月 日

　この標識は、向日市まちづくり条例第３９条第１項の規定に基づき設置したものです。

開発事業者：
連絡先： 電話： （ ）

（縦７０センチメートル以上、横１２０センチメートル以上）

（備考）　 1

2

開発基本計画のお知らせ

開

発

基

本

計

画

　この様式は、市長が必要と認める場合は、規格を変更することができる。

　説明の方法欄には、説明会を開催する場合にあっては、説明会の開催日と開催場所を、戸別訪問の場合にあって
は、戸別訪問の時期を記入してください。



様式第１５号(第４０条第４項関係)

（あて先）　向日市長

開発事業者

住所

氏名
（連絡先） 郵便番号

住所

氏名
電話 （ ）
FAX （ ）
e-mail

※受付処理欄

（注意） １　署名することにより、氏名の記入及び押印に代えることができます。
２
３　※印の欄は、記入しないでください。
４　標識の設置箇所及び記載内容が判る写真を添付してください。

標識設置届

　　年　　月　　日

　向日市まちづくり条例第３９条第２項の規定により、標識を設置したので届け出ます。

開 発 基 本 計 画 届
受 付 番 号

第 号

開発基本計画の名称

開発事業区域の位置 向日市

標 識 の 設 置 日 年 月 日

設置 し た 標識 の数 箇所

開発事業者の住所及び氏名は、法人にあっては主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名を記入してください。

受付年月日

　　　　年　月　日

受付番号

第　　　　　　号



様式第１６号(第４４条第１項関係)

要望事項

<要望書の提出先> （開発事業者記入欄）

<要望書の提出方法>

開発基本計画に対する要望書

　開発基本計画について要望がある場合は、この用紙に記入して、下記の提出先へ提出してくださ
い。この用紙に記入しきれない場合などは、他の用紙や資料を提出していただいても結構です。
　なお、この要望書の提出は、向日市まちづくり条例第４１条第１項の規定により行われるものです。

住 所

氏 名

連 絡 先

開
発
基
本
計
画
の
概
要

開発事業者名

開発事業区域
の 位 置

向日市

開発基本計画届
受 付 番 号

説 明 の 日 　　　　　　　　年　　　月　　　日



様式第１７号(第４２条第１項関係)

（あて先）　向日市長
開発事業者

住所

氏名
（連絡先） 郵便番号

住所

氏名
電話 （ ）
FAX （ ）
e-mail

※受付処理欄

（注意） １　署名することにより、氏名の記入及び押印に代えることができます。
２　開発事業者の住所及び氏名は、法人にあっては主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名を記入してくだ
　さい。
３　※印の欄は、記入しないでください。
４　次の図書を添付してください。
（１）　位置図
（２）　開発事業計画の概要を示す図面（配置図又は土地利用計画図等）
（３)　開発事業区域が、宅地造成等規制区域内の場合にあっては、土地の断面図
（４)　近隣住民等又は条例第４０条第２項の住民への説明の状況
（５)　要望書の内容
（６)　条例第４２条第２項の規定による説明の内容

５　開発事業区域の土地が他人地である場合は、その所有者の承諾書を図書に加えてください。
６　開発事業計画届及び添付図書は、２部（特定開発事業にあっては３部）提出してください。

（第１面）

開発事業計画届
　　年　　月　　日

　向日市まちづくり条例第４２条第1項の規定により、次のとおり開発事業計画を届け出ます。

第 号

開発基本計画の名称

開発基本計画届受付番号

開発事業区域の位置 向日市

開 発 事 業 の 概 要 第２面　開発事業計画の概要に記載のとおり

住
民
へ
の
説
明
の
状
況

説 明 の 方 法 □説明会

説明 の開 始 日

主に説明を行っ
た 者 の 氏 名

説 明 状 況 第３面に記載のとおり

（場所 ） □戸別訪問

年 月 日

説明 の終 了 日 年 月 日

□ 無し

要 望 に 対 す る
説 明 の 内 容

第５面に記載のとおり

要 望 書 の 有 無 □ 有り （別添写しのとおり）

受付年月日

　　　　年　月　日

受付番号

第　　　　　　号



向日市

㎡

□自己所有地 □他人地

□市街化区域 □市街化調整区域

地域

第 種高度地区

□　規制区域　内 □　規制区域　外

□　有 （ ） □　無

年 月 日 年 月 日

切土面積 ㎡ 盛土面積 ㎡

㎡

㎡ ％

㎡ ％

ｍ 地上 階 / 地下 階

戸

自動車 台

自転車 台

(第２面）

開発事業計画の概要

開
発
事
業
区
域
の
概
要

開 発 事 業 区 域
の 位 置

開 発 事 業 区 域
の 面 積

土地の所有関係

区 域 区 分

用 途 地 域

高 度 地 区

その他の地域地区

宅地造成等規制法

地 区 ま ち づ く り 計 画
テーマ型まちづくり計画

開発事業の目的

開発事業の着工予定年月日 開発事業の完了予定年月日

土
地
利
用

利用区分 宅地 道路 公園等 排水施設 貯水施設 公益用地 その他 合計

面積

㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

区域面積に
対する比率

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

切土又は盛土面積

予
定
さ
れ
る
建
築
物

敷 地 面 積

建 築 面 積 建 ぺ い 率

延 べ 面 積 容 積 率

最高の高さ 階 数

用 途 住 戸 数

構 造 駐車台数



開発基本計画の名称

開発基本計画の目的

予定建築物について

用途

住宅の戸数

階数

高さ

造成工事について

着手予定日

その他

（注意）

（第３－１面）

開発基本計画の説明状況
説明の項目 説明の内容

要望書の提出に関すること。

開発事業計画の説明に関す
ること。

特定開発事業に係る開発事
業計画の縦覧に関すること。

意見書の提出に関すること。

開発基本計画の内容に関す
ること。

　報告する内容は、開発基本計画届の記載項目及び規則第４１条に掲げる事項に添って記入してください。



（注意）

（第３－２面）

開発基本計画の説明状況
説明の項目 説明の内容

　報告する内容は、開発基本計画届の記載項目及び規則第４１条に掲げる事項に添って記入してください。



（第４面）

住民の要望に対する開発事業者の見解又は措置一覧表
住民要
望符号

住民の要望 住民の要望に対する開発事業者の見解又は措置



（注意） 　区分の欄には、近隣住民のうち土地所有者にあっては①、建築物の所有者又は占有者にあっては②、自治会
の代表者にあっては③、認定された地区まちづくり協議会の代表者にあっては④、開発事業者の調査によりテレ
ビジョンの電波障害を受けるおそれのある者にあっては⑤、条例第４０条第２項の住民にあっては⑥を記入してく
ださい。

（第５面）

説明を受けた住民の一覧表
№ 説明を受けた者の住所・氏名 区分 説明の方法・日及び場所 説明者氏名

住民要
望符号



様式第１８号(第４８条第１項関係)

（あて先）　向日市長
開発事業者

住所

氏名

（連絡先） 郵便番号
住所

氏名
電話 （ ）
FAX （ ）
e-mail

※受付処理欄

（注意） １　署名することにより、氏名の記入及び押印に代えることができます。
２
３　※印の欄は、記入しないでください。
４　次の表に掲げる図書を添付して、正本１部及び写し１０部提出してください。

備考
1
2

3

(第１面）

開発協議申出書
　　年　　月　　日

　向日市まちづくり条例第４７条の規定により、市長との協議を申し出ます。

開発基本計画届
受 付 番 号

第 号

開発基本計画の
名 称
開 発 事 業
区 域 の 位 置

向日市

受付年月日

　　　　年　月　日

受付番号

第　　　　　　号

開発事業者の住所及び氏名は、法人にあっては主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名を記入してください。

　図書の種類 　明示すべき事項
位置図 方位、区域の境界（朱書き）及び区域周辺の道路
現況図 方位、区域の境界及び地盤面の高さ
土地利用計画図 方位、区域の境界、公共施設等の位置及び名称、予定建築物の敷地及び位置

並びに用途並びに駐車場の位置及び区画

土地の求積図 区域の面積及び設置される公共施設等の面積
排水計画図 方位、放流先の名称、区域の境界、土地の高さ並びに排水施設の位置及び形状

並びに水の流れの方向

予定建築物（一戸建ての
住宅を除く。）の計画図

各階平面並びに２面以上の立面及び断面

公図又は字限図 方位、区域の境界、地番、筆界、道路、水路、転写の年月日及び転写者の氏名
開発事業区域内の土地
の登記事項証明書の写し

全部事項

市長が必要であると認め
た図書

標識の状況が分かる写真その他市長が必要であると認めた事項

　開発事業の対象となる土地が他人地である場合は、その所有者の承諾書を加えてください。
　造成工事を伴う開発事業については、方位、区域の境界、切土盛土の別並びにがけ及び擁壁の位置
を明示した造成計画平面図及び断面図を加えてください。

　道路を築造する開発事業については、道路の距離、道路の幅員及び構成並びに勾配、路面及び路盤
の材料並びに形状及び寸法を明示した道路構造図及び断面図を加えてください。



向日市

㎡

□自己所有地 □他人地

□市街化区域 □市街化調整区域

地域

第 種高度地区

□　規制区域　内 □　規制区域　外

□　有 （ ） □　無

年 月 日 年 月 日

切土面積 ㎡ 盛土面積 ㎡

㎡

㎡ ％

㎡ ％

ｍ 地上 階 / 地下 階

戸

自動車 台

自転車 台

(第２面）

開発事業の概要

開
発
事
業
区
域
の
概
要

開 発 事 業 区 域
の 位 置

開 発 事 業 区 域
の 面 積

土地の所有関係

区 域 区 分

用 途 地 域

高 度 地 区

その他の地域地区

宅地造成等規制法

地区まちづくり計画
テーマ型まちづくり計画

開発事業の目的

開発事業の着工予定年月日 開発事業の完了予定年月日

土
地
利
用

利用区分 宅地 道路 公園等 排水施設 貯水施設 公益用地

面積

㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

％ ％ ％ ％

その他 合計

㎡ ㎡

延 べ 面 積 容 積 率

最高の高さ 階 数

㎡

区域面積に
対する比率

％ ％ ％

用 途 住 戸 数

構 造 駐車台数

％

切土又は盛土面積

予
定
さ
れ
る
建
築
物

敷 地 面 積

建 築 面 積 建 ぺ い 率



様式第１９号(第４９条第１項関係)

（あて先）　向日市長
開発事業者

住所

氏名

（連絡先） 郵便番号
住所

氏名
電話 （ ）
FAX （ ）
e-mail

□　未定 □　京都府建築主事
□　指定確認検査機関

（指定確認検査機関名： ）

※受付処理欄

（注意） １　署名することにより、氏名の記入及び押印に代えることができます。
２
３　※印の欄は、記入しないでください。
４　開発協定書(案）及び次の図書を添付して、２部提出してください。

備考
1
2

3

開発協定締結申出書
　　年　　月　　日

　向日市まちづくり条例第４９条第１項の規定により、開発協定の締結を申し出ます。

開発協議申出書
受 付 番 号

第 号

開発基本計画
の 名 称

開発事業区域
の 位 置

向日市

建 築 確 認 を
受 け る 機 関

受付年月日

　　　　年　月　日

受付番号

第　　　　　　号

開発事業者の住所及び氏名は、法人にあっては主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名を記入してください。

　図書の種類 　明示すべき事項
位置図 方位、区域の境界（朱書き）及び区域周辺の道路
現況図 方位、区域の境界及び地盤面の高さ
土地利用計画図 方位、区域の境界、公共施設等の位置及び名称、予定建築物の敷地及び位置

並びに用途並びに駐車場の位置及び区画

土地の求積図 区域の面積及び設置される公共施設等の面積
排水計画図 方位、放流先の名称、区域の境界、土地の高さ並びに排水施設の位置及び形状

並びに水の流れの方向

予定建築物（一戸建ての
住宅を除く。）の計画図

各階平面並びに２面以上の立面及び断面

公図又は字限図 方位、区域の境界、地番、筆界、道路、水路、転写の年月日及び転写者の氏名
開発事業区域内の土地
の登記事項証明書の写し

全部事項

市長が必要であると認め
た図書

標識の状況が分かる写真その他市長が必要であると認めた事項

　開発事業の対象となる土地が他人地である場合は、その所有者の承諾書を加えてください。
　造成工事を伴う開発事業については、方位、区域の境界、切土盛土の別並びにがけ及び擁壁の位置
を明示した造成計画平面図及び断面図を加えてください。

　道路を築造する開発事業については、道路の距離、道路の幅員及び構成並びに勾配、路面及び路盤
の材料並びに形状及び寸法を明示した道路構造図及び断面図を加えてください。



向日市

㎡

□自己所有地 □他人地

□市街化区域 □市街化調整区域

地域

第 種高度地区

□　規制区域　内 □　規制区域　外

□　有 （ ） □　無

年 月 日 年 月 日

切土面積 ㎡ 盛土面積 ㎡

㎡

㎡ ％

㎡ ％

ｍ 地上 階 / 地下 階

戸

自動車 台

自転車 台

(第２面）

開発事業の概要

開
発
事
業
区
域
の
概
要

開 発 事 業 区 域
の 位 置

開 発 事 業 区 域
の 面 積

土地の所有関係

区 域 区 分

用 途 地 域

高 度 地 区

その他の地域地区

宅地造成等規制法

地区まちづくり計画
テーマ型まちづくり計画

開発事業の目的

開発事業の着工予定年月日 開発事業の完了予定年月日

土
地
利
用

利用区分 宅地 道路 公園等 排水施設 貯水施設 公益用地

面積

㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

％ ％ ％ ％

その他 合計

㎡ ㎡

延 べ 面 積 容 積 率

最高の高さ 階 数

㎡

区域面積に
対する比率

％ ％ ％

用 途 住 戸 数

構 造 駐車台数

％

切土又は盛土面積

予
定
さ
れ
る
建
築
物

敷 地 面 積

建 築 面 積 建 ぺ い 率



様式第２０号(第５０条第１項関係)

（あて先）　向日市長
開発事業者

住所

氏名
（連絡先） 郵便番号

住所

氏名
電話 （ ）
FAX （ ）
e-mail

※受付処理欄

（注意） １　署名することにより、氏名の記入及び押印に代えることができます。
２
３　※印の欄は、記入しないでください。
４　次の図書を添付して、２部提出してください。
(１)　変更後の開発協定書（案）
(2)　開発協定に添付した図書のうち、変更に係る図書

開発協定変更申出書
　　年　　月　　日

　向日市まちづくり条例第５０条第２項の規定により、開発協定の変更の協定の締結を申し出ま
す。

開発協議申出書
受 付 番 号

第 号

開発基本 計画
の 名 称
開発事業 区域
の 位 置

向日市

協定締結年月日 年 月 日

標識の修正（予定）日 年 月 日

変 更 の 理 由

変更箇所一覧（項目が多い場合は同様式の別紙で提出してください。）
変更項目 新 旧

開発事業者の住所及び氏名は、法人にあっては主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名を記入してください。

受付年月日

　　　　年　月　日

受付番号

第　　　　　　号



様式第２１号(第５０条第２項関係)

（あて先）　向日市長
開発事業者

住所

氏名
（連絡先） 郵便番号

住所

氏名
電話 （ ）
FAX （ ）
e-mail

※受付処理欄

（注意） １　署名することにより、氏名の記入及び押印に代えることができます。
２
３　※印の欄は、記入しないでください。
４　次の図書を添付して、２部提出してください。
(１)　標識を修正したときは、その内容が分かる写真
(2)　開発協定書に添付した図書のうち、変更に係る図書

軽微な変更届
　　年　　月　　日

　向日市まちづくり条例第５０条第３項の規定により、軽微な変更を届け出ます。

開発協議申出書
受 付 番 号

第 号

開発基本計画
の 名 称
開発事業 区域
の 位 置

向日市

協定締結年月日 年 月 日

標識の修正（予定）日 年 月 日

変 更 の 理 由

変更箇所一覧（項目が多い場合は同様式の別紙で提出してください。）
変更項目 新 旧

開発事業者の住所及び氏名は、法人にあっては主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名を記入してください。

受付年月日

　　　　年　月　日

受付番号

第　　　　　　号



様式第２２号(第５１条関係)

（あて先）　向日市長
提出者

住所

氏名
（連絡先） 郵便番号

住所

氏名
電話 （ ）
FAX （ ）
e-mail

※受付処理欄

（注意） １　署名することにより、氏名の記入及び押印に代えることができます。
２　※印の欄は、記入しないでください。
３　次の図書を添付して、２部提出してください。
（１）　当該開発事業を施行する権原を取得したことを証する書類
（２）　その他市長が必要と認める図書

開発協定の地位の承継に係る申出書
　　年　　月　　日

　向日市まちづくり条例第５１条の規定により、開発協定に基づく地位の承継を申し出ます。

開 発 協 定 番 号 第 号

開 発 基 本 計 画
の 名 称

被承継人

住　所

氏　名

連絡先

開 発 事 業 区 域
の 位 置

向日市

協定締結年月日 年　　　　月　　　　日

権 原 を 取 得 し た
年 月 日

年　　　　月　　　　日

承 継 の 理 由

　　　　年　月　日

受付番号

第　　　　　　号

※ 承 継 の 際 の
付 記 事 項

※ 承 継 年 月 日
番 号

年　　　　月　　　　日 第　　　　　　号

受付年月日



様式第２３号(第５２条第１項関係)

（あて先）　向日市長
開発事業者

住所

氏名

（連絡先） 郵便番号
住所

氏名
電話 （ ）
FAX （ ）
e-mail

第　　　　　　　　　　　　　　号

住所

氏名 電話 （ ）
住所

氏名 電話 （ ）

※受付処理欄

（注意） １　署名することにより、氏名の記入及び押印に代えることができます。
２
３　※印の欄は、記入しないでください。
４　位置図を添付してください。

着　手　届
　　年　　月　　日

　向日市まちづくり条例第５５条の規定により、工事の着手を届け出ます。

開 発 協定番号

開発基本計画
の 名 称

開発事業区域
の 位 置

向日市

開発事業区域
の 面 積

㎡

予定建築物の用途

着 手 年 月 日 年 月 日

受付番号

第　　　　　　号

開発事業者の住所及び氏名は、法人にあっては主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名を記入してください。

工 事 監 理 者
住 所 氏 名

工 事 施 行 者
住 所 氏 名

受付年月日

　　　　年　月　日



様式第２４号(第５２条第２項関係)

（あて先）　向日市長
開発事業者

住所

氏名

（連絡先） 郵便番号
住所

氏名
電話 （ ）
FAX （ ）
e-mail

第　　　　　　　　　　　　　　号

住所

氏名 電話 （ ）
住所

氏名 電話 （ ）

※受付処理欄

（注意） １　署名することにより、氏名の記入及び押印に代えることができます。
２
３　※印の欄は、記入しないでください。
４　位置図及び工事が完了した状況が分かる写真を添付してください。

完　了　届
　　年　　月　　日

　向日市まちづくり条例第５５条の規定により、工事の完了を届け出ます。

開 発 協定番号

開発基本計画
の 名 称

開発事業区域
の 位 置

向日市

開発事業区域
の 面 積

㎡

予定建築物の用途

完 了 年 月 日 年 月 日

受付番号

第　　　　　　号

開発事業者の住所及び氏名は、法人にあっては主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名を記入してください。

工 事 監 理 者
住 所 氏 名

工 事 施 行 者
住 所 氏 名

受付年月日

　　　　年　月　日



様式第２５号(第５３条関係)

（あて先）　向日市長
開発事業者

住所

氏名

（連絡先） 郵便番号
住所

氏名
電話 （ ）
FAX （ ）
e-mail

住所

氏名 電話 （ ）
住所

氏名 電話 （ ）

※受付処理欄

（注意） １　署名することにより、氏名の記入及び押印に代えることができます。
２
３　※印の欄は、記入しないでください。
４　次の図書を添付して、２部提出してください。
① 位置図

② 造成完了平面図

③ 公共施設等求積図

④ 公共施設等詳細図

⑤ 公共施設等の箇所の工事中の写真

⑥ 市長が必要であると認めた図書

完　了　検　査　願
　　年　　月　　日

　向日市まちづくり条例第５６条第１項の規定により、公共施設等の工事の完了検査を受けたい
ので届け出ます。

開 発 協定番号 第　　　　　　　　　　　　　　号

開発 基本計画
の 名 称
開発事業区域
の 位 置

向日市

開発事業区域
の 面 積

㎡

予定建築物の用途

完 了 年 月 日 年 月 日

第　　　　　　号

開発事業者の住所及び氏名は、法人にあっては主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名を記入してください。

完了した公共施
設 等 の 名 称

工 事 監 理 者
住 所 氏 名

工 事 施 行 者
住 所 氏 名

受付年月日

　　　　年　月　日

受付番号



様式第２６号(第５４条関係)

（あて先）　向日市長
届出者（建築主）

住所

氏名
（連絡先） 郵便番号

住所

氏名
電話 （ ）
FAX （ ）
e-mail

（ ）

（ ）

※受付処理欄

（注意） １　署名することにより、氏名の記入及び押印に代えることができます。

２　※印の欄は、記入しないでください。
３　建築確認申請書の写しを添付してください。

e-mail

受付年月日

　　　　年　月　日

受付番号

建築確認事前協議届出書

　　年　　月　　日

　向日市まちづくり条例第５９条第１項の規定により、建築確認申請等に係る計画の概要を届け
出ます。

敷 地 の 位 置 向日市

予定建築物の敷地面
積

予定建築物の用途

予定建築物の構造

代理者 所 在 地

４　建築主事に提出する、建築確認申請書も同時に提出してくいただき、後日、届出済印を押してお返
し

建築事務所名

氏 名

電 話

FAX

第　　　　　　号


